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男鹿市告示第４２号 

 

 男鹿市結婚新生活支援事業補助金交付要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

 

  令和７年３月３１日 

 

 

                                 男鹿市長 菅 原 広 二    

 

 

男鹿市結婚新生活支援事業補助金交付要綱の一部を改正する告示 

男鹿市結婚新生活支援事業補助金交付要綱（令和３年男鹿市告示第２６号）の一部を次のように改正する。 

 

改正後 改正前 

（定義） （定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義

は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義

は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

⑴ 新婚世帯 令和７年１月１日から令和８年３月31日

までの間に婚姻届を提出し、受理された夫婦であるこ

と。 

⑴ 新婚世帯 令和６年１月１日から令和７年３月31日

までの間に婚姻届を提出し、受理された夫婦であるこ

と。 

⑵ 住居費 令和７年４月１日から令和８年３月31日ま

での間（以下「事業期間」という。）において、婚姻

を機に新たに住居を購入（婚姻日以前１年以内の購入

を含む。）又は賃借する際に要した費用で、住居の購

⑵ 住居費 令和６年４月１日から令和７年３月31日ま

での間（以下「事業期間」という。）において、婚姻

を機に新たに住居を購入（婚姻日以前１年以内の購入

を含む。）又は賃借する際に要した費用で、住居の購
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改正後 改正前 

入費、賃料、敷金、礼金（保証金などこれに類する費

用を含む。）、共益費及び仲介手数料をいう。ただ

し、勤務先から住宅手当が支給されている場合は、住

宅手当分を除くものとする。 

入費、賃料、敷金、礼金（保証金などこれに類する費

用を含む。）、共益費及び仲介手数料をいう。ただ

し、勤務先から住宅手当が支給されている場合は、住

宅手当分を除くものとする。 

⑶及び⑷ （略） ⑶及び⑷ （略） 

（補助対象世帯） （補助対象世帯） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２ 前項第６号の規定にかかわらず、令和６年度又は令和

７年度にこの制度に基づく補助金を受けた世帯のうち、

請求額が上限に満たなかった世帯（以下「継続補助世

帯」という。）については、補助金の交付を受けること

ができるものとする。 

２ 前項第６号の規定にかかわらず、令和５年度又は令和

６年度にこの制度に基づく補助金を受けた世帯のうち、

請求額が上限に満たなかった世帯（以下「継続補助世

帯」という。）については、補助金の交付を受けること

ができるものとする。 

（補助金の額等） （補助金の額等） 

第４条 （略） 第４条 （略） 

２ 前条第２項に規定する世帯への補助金の額は、前項で

定めた上限額から既交付決定額を差し引いた額とし、予

算の範囲内で補助する。 

２ 前条第２項に規定する世帯への補助金の額は、令和４

年度からの継続補助世帯は１世帯当たり30万円の上限額

から、それ以外の世帯は前項で定めた上限額から既交付

決定額を差し引いた額とし、予算の範囲内で補助する。 

３ （略） ３ （略） 

附 則 附 則 

（施工期日） 

１ （略） 

（施工期日） 

１ （略） 
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改正後 改正前 

 （失効）                      

２ この告示は、令和８年３月31日限り、その効力を失

う。 

 （失効）                      

２ この告示は、令和７年３月31日限り、その効力を失

う。 
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改正後 改正前 

様式第１号（第５条関係） 様式第１号（第５条関係） 
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改正後 改正前 
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改正後 改正前 
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改正後 改正前 

様式第３号（第５条関係） 様式第３号（第５条関係） 
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改正後 改正前 

様式第４号（第６条関係） 様式第４号（第６条関係） 
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改正後 改正前 

様式第５号（第６条関係） 様式第５号（第６条関係） 
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改正後 改正前 

様式第６号（第７条関係） 様式第６号（第７条関係） 
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改正後 改正前 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分及び太枠で示した部分である。 

 

附 則 

この告示は、令和７年４月１日から施行する。ただし、附則第２項の改正規定は、公布の日から施行する。 


